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平成 31年 3月 25日 
監 査 委 員 決 定 

 

平成 31年度部課室局等事務事業監査実施要領 

 
１ 根拠法令 
地方自治法第 199条第 1項、第 2項、第 4項 

 
２ 対象及び実施基準 

（１）教育委員会を除く全課（所、室、局含む）を実施する。 

（２）各課、所、室、局（課長級以上職場）単位で実施する。 
（３）各施設における事務局監査は、おおむね 3 分の 1（保育園は 4 分の 1）を
主管課の監査の中で実施する。 

 
３ 監査対象及び実施数 
（１）各課、所、室、局 合計 68か所 
（２）事務局監査対象施設は、文化共育部（共育プラザ 2か所）、生活振興部（区
民館等 6か所、消費者センター）、子ども家庭部（保育園 8園、育成室 1か
所）、健康部（健康サポートセンター4か所）合計 22か所 

 
４ 日  程 
（１）監査委員監査 
① 期  間  平成 31年 4月 25日(木) ～ 平成 31年 8月 26日(月) 
② 開始時間  午前は 9時 30分開始、午後は 1時 15分開始。 
        ※事務所等現地で行う場合は、本庁出発時間とする。 

（２）事務局監査 
① 期  間  平成 31年 5月 10日(金) ～ 平成 31年 8月 28日(水) 
② 開始時間  午前 9時 30分開始、全日とする。 

 
５ 会  場 
（１）本庁等の各課、所、室、局は監査委員室及び 401会議室。  
（２）各事務所、健康部（江戸川保健所内各課、生活衛生課）及び現場監査は現

地。 
（３）生活援護第二課、生活援護第三課及び子ども家庭支援センターは監査委員

室及び現地。 
 
６ 監査の範囲 
平成 30年度から今回監査当日までの事務事業。 
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７ 監査の方法 
  監査委員は、関係部課長等の出席を求め、事前に提出された資料等を基に説

明を受け、質疑応答による監査を実施する。 
  監査委員事務局は、監査委員の命を受け、監査基本計画に基づき、各課等か

ら必要な関係資料、帳簿等の提出を求め調査及び聴取を行う。 
また、財務会計システム、文書管理システム、庶務システム内に保管されて

いる情報も活用する。 

 
８ 監査の着眼点 
予算の執行、収入、支出、契約、財産管理等の財務に関する事務が合理性を

持ちかつ目的に照らし適切なものとなっているか、総括的に確認するとともに、

各事務事業について、以下を主眼として実施する。 
（１）予算執行が計画的かつ効果的に行われているか。 

（２）事務事業の執行及び管理運営が計画的かつ合理的に行われているか。 
（３）事務の執行は経済性、効率性及び有効性が考慮されかつ合規的に行われて

いるか。 
（４）契約の締結及び履行が適正に行われているか。 
（５）滞納整理、不納欠損処分が適時かつ適正に行われているか。 
（６）各種の帳簿、証拠書類の記載内容等に整合性はあるか。 

（７）前回の指摘事項及び注意事項は、是正又は改善がされているか。 
 
９ 個別事項 
  窓口又は訪問徴収等で収納した現金（小切手等の証券や現金書留による送金

を含む）の取り扱い及び管理状況を確認する。 
 

１０ 監査通知､資料の請求 
   江戸川区監査委員条例第 4条の規定に基づき通知し、資料の提出を求める。 
 
１１ 監査結果の公表等 
   地方自治法第 199条第 9項により、区長等に提出し公表する。 

公表の方法は、江戸川区監査委員条例第 5条の規定により行い、江戸川区 
ホームページに掲載する。 
 

１２ その他必要な事項は監査委員が定める。 


